
JP 5558304 B2 2014.7.23

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
被加熱体を加熱する誘導加熱コイルを備えた誘導加熱装置であって、
上記誘導加熱コイルは、コイル導線が径方向に複数回巻回され、上記径方向において上記
コイル導線間は間隔を有し、
上記誘導加熱コイルは、上記コイル導線の巻回しを複数層形成し、当該各層において巻回
方向を異なる方向として、当該各層を直列に接続して形成され、
当該各層の間隔を保持するとともに上記コイル導線間の間隔を上記誘導加熱コイルの積層
方向に対して空間を空け保持するスペーサを備え、上記コイル導線間の径方向に開口を有
する誘導加熱装置。
【請求項２】
被加熱体を加熱する誘導加熱コイルを備えた誘導加熱装置であって、
上記誘導加熱コイルは、コイル導線が径方向に複数回巻回され、上記径方向において上記
コイル導線間は間隔を有し、
上記誘導加熱コイルは、上記コイル導線の巻回しを複数層形成し、当該各層において巻回
方向を同一方向として、当該各層を並列に接続して形成され、
当該各層の間隔を保持するとともに上記コイル導線間の間隔を上記誘導加熱コイルの積層
方向に対して空間を空け保持するスペーサを備え、上記コイル導線間の径方向に開口を有
する誘導加熱装置。
【請求項３】
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上記誘導加熱コイルが複数個接続されていることを特徴とする請求項１または請求項２に
記載の誘導加熱装置。
【請求項４】
上記誘導加熱コイルは、上記コイル導線間の間隔を上記誘導加熱コイルの積層方向に対し
て保持しつつ上記コイル導線の各層の各中心をずらして積層されていることを特徴とする
請求項１から請求項３のいずれか１項に記載の誘導加熱装置。
【請求項５】
上記コイル導線は、熱エネルギーを反射する色が塗装されていることを特徴とする請求項
１から請求項４のいずれか１項に記載の誘導加熱装置。
【請求項６】
上記誘導加熱コイルの中心部に空気を供給するファンを備えたことを特徴とする請求項１
から請求項５のいずれか１項に記載の誘導加熱装置。
【請求項７】
上記誘導加熱コイルは、上記誘導加熱コイルもしくは上記被加熱体により加熱された空気
が上昇気流となり上記誘導加熱コイルの面内方向に沿って排熱されるように配置されてい
ることを特徴とする請求項１から請求項６のいずれか１項に記載の誘導加熱装置。
【請求項８】
請求項１から請求項７のいずれか１項に記載の誘導加熱装置により加熱される上記被加熱
体であって、
　上記誘導加熱コイルと反する面上に直接設置され、水平方向に複数配設されたフィンを
備えたことを特徴とする被加熱体。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、誘導加熱コイルを備えた誘導加熱装置および誘導加熱装置により加熱され
る被加熱体に関し、特に、誘導加熱コイルの温度上昇を抑制することができるものである
。
【背景技術】
【０００２】
　従来の誘導加熱装置は、被加熱体に対して誘導加熱コイルが水平に配置されているもの
である（例えば、特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－３６２９４５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　従来の誘導加熱装置は、誘導加熱コイルが水平に配置されているため、誘導加熱コイル
の温度が上昇しやすく、誘導加熱コイルを構成するコイル導線の絶縁温度以上に誘導加熱
コイル温度が上がらないようにするためにコストがかかるという問題があった。
【０００５】
　この発明は上記のような課題を解決するためになされたものであり、誘導加熱コイルの
温度上昇を抑制することができる誘導加熱装置および被加熱体を提供することを目的とす
る。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　この発明は、被加熱体を加熱する誘導加熱コイルを備えた誘導加熱装置であって、
上記誘導加熱コイルは、コイル導線が径方向に複数回巻回され、上記径方向において上記
コイル導線間は間隔を有し、
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上記誘導加熱コイルは、上記コイル導線の巻回しを複数層形成し、当該各層において巻回
方向を異なる方向として、当該各層を直列に接続して形成され、
当該各層の間隔を保持するとともに上記コイル導線間の間隔を上記誘導加熱コイルの積層
方向に対して空間を空け保持するスペーサを備え、上記コイル導線間の径方向に開口を有
するものである。
【発明の効果】
【０００７】
　この発明の誘導加熱装置は、上記のように構成されているため、
　誘導加熱コイルの温度上昇を抑制することができる。
【図面の簡単な説明】
【０００８】
【図１】この発明の実施の形態１の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す図である
。
【図２】この発明の実施の形態２の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す図である
。
【図３】この発明の実施の形態３の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す図である
。
【図４】この発明の実施の形態４の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す図である
。
【図５】この発明の実施の形態５の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す図である
。
【図６】この発明の実施の形態５の他の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す図で
ある。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
実施の形態１．
　以下、本願発明の実施の形態について説明する。図１はこの発明の実施の形態１におけ
る誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示した断面図および正面図である。ここでは、
誘導加熱装置として、誘導加熱を用いてインバータに回生された電力を消費する電子抵抗
器を例に説明する。図１において、電気的エネルギー（電力）を誘導加熱の現象にて被加
熱体２を加熱する誘導加熱コイル１は、被加熱体２に対して垂直となるように配設されて
いる。また、誘導加熱コイル１の平面部は、被加熱体２の平面部と対向するように配設さ
れている。そして、誘導加熱コイル１が生成した磁束を受け誘導加熱により加熱される被
加熱体２と、被加熱体２の誘導加熱コイル１と相反する側に接続され被加熱体２を冷却す
る放熱器３と、被加熱体２の熱を断熱する断熱材４とを備える。尚、被加熱体２と放熱体
３との間には熱伝導性グリースなどが介在されている。
【００１０】
　そして、誘導加熱コイル１は、コイル導線５としての細い線がらせん状に巻回されてい
る。このコイル導線５の間の間隔を形成、維持するために絶縁体で形成されている櫛状も
しくはビーズ形状のスペーサ６を挟持して形成している。もしくは、線材として銅板を上
記形状に加工して利用してもかまわない。また、コイル導線５の断面形状は、円形のほか
多角形、複数の線材がより合わさった形状で形成されていてもよい。さらに、誘導加熱コ
イル１は熱エネルギーを反射する色に塗装することも考えられる。具体的には、誘導加熱
コイル表面を塗装する色としては、例えば金色や銀色などの光沢があるものであればよい
。尚、これらの内容は、以下の実施の形態においても同様であるため適宜説明を省略する
。
【００１１】
　上記のように構成された実施の形態１の誘導加熱装置によれば、誘導加熱コイルが被加
熱体に対して垂直となるように配置されているため、誘導加熱コイルもしくは被加熱体に
より加熱された空気が矢印Ａのように上昇気流となり上部へ逃げ排熱される。また、コイ
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ル導線間が間隔を有しているため空気に触れる表面積が広くなり、伝熱面積が増加され、
誘導加熱コイルの熱抵抗が低減される。さらにコイル導線に細い巻き線を使用しているた
め、伝熱面積が増加するとともに、誘導加熱コイルの巻き線が微小直径円柱のため自然対
流時および強制対流時において、熱伝達特性が向上する。そのため、銅損および被加熱体
からのふく射による熱を効率よく放熱させることができる。また、被加熱体と誘導加熱コ
イルとの間に断熱材を設けることにより、被加熱体から誘導加熱コイルへのふく射による
熱伝導も減少することができる。
【００１２】
実施の形態２．
　図２はこの発明の実施の形態２の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す断面図お
よび正面図である。図において、上記実施の形態１と同様の部分は同一符号を付して説明
を省略する。誘導加熱コイル１は、コイル導線５、１５の巻回しを複数層形成し、各層の
コイル導線５、１５において巻回方向を異なる方向として、各層のコイル導線５、１５を
直列に接続して形成されている。具体的には、コイル導線５は反時計回りに巻回され、コ
イル導線１５は時計回りに巻回され、コイル導線５とコイル導線１５とは中心部分で接続
され、２つは直列に接続され、ひとつの誘導加熱コイル１にて構成されているものである
。そして、２つのコイル導線５とコイル導線１５との間に空間をおき互いが接触しないよ
うにスペーサ１６により間隔が保たれている。
【００１３】
　上記のように構成された実施の形態２の誘導加熱装置によれば、上記実施の形態１と同
様の効果を奏するのはもちろんのこと、誘導加熱コイルの形状により巻き数が多くなり、
大きなインダクタンスを得ることができる。また、外部回路との接続端子や、複数のコイ
ルを並列接続するための端子を外側に設けることが容易となる。また、２層を直列に接続
することにより誘導加熱コイルのインダクタンス値を大きくすることができる。
【００１４】
実施の形態３．
　図３はこの発明の実施の形態３の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す断面図で
ある。この実施の形態３では、端子を外側にする界磁方向を一致させる電子抵抗器の構成
の例を示したものである。図において、上記各実施の形態と同様の部分は同一符号を付し
て説明を省略する。上記実施の形態２と同様に巻回方向の異なる２層のコイル導線５、１
５の中心部分で接続して直列に接続し、ひとつの誘導加熱コイル１を構成している。さら
に、複数の被加熱体２を挟持するように複数の誘導加熱コイル１を配設することにより構
成されている。
【００１５】
　上記のように構成された実施の形態３の誘導加熱装置によれば、上記各実施の形態と同
様の効果を奏するのはもちろんのこと、被加熱体と誘導加熱コイルとを同時に冷やすこと
ができ、かつ誘導加熱コイルの温度が上昇しても誘導加熱コイルの絶縁が破壊されないた
め、高温動作が可能になる。また巻回方向の違う２層をひとつの誘導加熱コイルとして構
成することにより駆動回路や他の誘導加熱コイルと接続する場合の引き出し線を設ける必
要がなく、誘導加熱コイルの外周で接続することができる。
【００１６】
実施の形態４．
　図４はこの発明の実施の形態４の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す断面図お
よび正面図である。図において、上記各実施の形態と同様の部分は同一符号を付して説明
を省略する。図において、誘導加熱コイル１は、コイル導線５、２５の巻回しを複数層形
成し、各層のコイル導線５、２５は巻回方向を同一方向として、各層のコイル導線５、２
５を並列に接続して形成されている。そして、誘導加熱コイル１は、コイル導線５とコイ
ル導線２５との各層の各中心をずらして積層されている。
【００１７】
　上記のように構成された実施の形態４の誘導加熱装置によれば、上記各実施の形態と同
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より、各層のコイル導線間の距離が広がるためコイル導線間の銅損によるコイル導線の被
加熱体側の熱干渉を受けにくくすることができる。これにより、誘導加熱コイルが銅損お
よび被加熱体からの輻射熱により加熱されることによる誘導加熱コイルの温度上昇が低減
でき、誘導加熱コイルの温度上昇時のコイル導線間の絶縁を維持することができる。これ
により高温で誘導加熱コイルを使用することができるため、この誘導加熱装置を用いた電
子抵抗器の電力容量を大きくとることが可能である。
【００１８】
実施の形態５．
　図５はこの発明の実施の形態５の誘導加熱装置の誘導加熱コイルの構成を示す断面図お
よび正面図である。図において、上記各実施の形態と同様の部分は同一符号を付して説明
を省略する。図において、誘導加熱コイル１の正面側の中心部から風Ｂを当てるファン７
を備えたものである。
【００１９】
　上記のように構成された実施の形態５の誘導加熱装置によれば、上記各実施の形態と同
様の効果を奏するのはもちろんのこと、誘導加熱コイルがファンにより強制冷却されてい
るため、誘導加熱コイルが銅損および被加熱体からの輻射熱により加熱されることによる
、誘導加熱コイルの温度上昇の低減と誘導加熱コイルの温度上昇時のコイル導線間の絶縁
を維持することができる。そして、この構成ではファンにより誘導加熱コイル中心に向け
て風Ａ’が流れ、被加熱体を放射状の空気流れによりコイルが冷却できる。尚、風Ａ’は
上昇気流の風Ａを含むものである。この構造では誘導加熱コイルは微小円形円柱群と考え
ることができ、誘導加熱コイルの銅線の周りの温度境界層が薄いため熱伝達特性が優れて
いる。これにより高温でコイルを使用することができるため、当該誘導加熱装置を用いた
電子抵抗器の電力容量を大きくとることができる。さらに、誘導加熱コイル温度が大きく
変わらないため、誘導加熱コイルでの銅損の増加を抑えることができる。
【００２０】
　また、図６に示すように、被加熱体２に誘導加熱コイル１と反する面上に直接フィン８
を設置し、水平方向に複数のフィン８を配設する。これにより、誘導加熱コイル１により
誘導加熱を直接フィン８により放熱することができる。この場合、被加熱体と放熱体との
間に熱伝導グリースなどが不要となり、被加熱体の熱抵抗を下げることができ、誘導加熱
コイル１の温度上昇を抑制することができる。
【符号の説明】
【００２１】
　１　誘導加熱コイル、２，２０　被加熱体、５，１５，２５　コイル導線、
６，１６　スペーサ、７　ファン、８　フィン、２１　通風孔、
Ａ，Ａ’，Ａ”，Ｂ　風。
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